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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第117期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第118期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第117期

会計期間

自平成22年
３月１日
至平成22年
５月31日

自平成23年
３月１日
至平成23年
５月31日

自平成22年
３月１日
至平成23年
２月28日

売上高（百万円） 70,210 69,249 295,763

経常利益（百万円） 171 273 2,310

四半期（当期）純利益

又は四半期純損失（△）（百万円）
△107 413 1,796

純資産額（百万円） 10,337 12,506 12,556

総資産額（百万円） 160,633 158,953 160,915

１株当たり純資産額（円） 37.17 44.96 45.20

１株当たり四半期（当期）純利益金額又

は１株当たり四半期純損失金額（△）

（円）

△0.39 1.50 6.53

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 6.4 7.8 7.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△7,555 718 91

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
745 △1,027 △6,097

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
4,067 △2,322 5,370

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高（百万円）
3,651 3,163 5,757

従業員数（人） 3,304 3,198 3,210

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

３．第117期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきま

しては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第118期第１四半期連結累計（会計）期間および第117期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について重

要な変更はありません。

また、主要な関係会社に異動はありません。 

   

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年５月31日現在

従業員数（人） 3,198[3,357]

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［　］内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載　　し

ております。

　

(2）提出会社の状況

 平成23年５月31日現在

従業員数（人） 2,362[2,128]

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［　］内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績は、当社グループ全体の事業活動に占める比重は極めて低いため、

記載を省略しております。

(2）受注状況

該当事項はありません。

(3）販売実績

当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称 品名 売上高（百万円）
前年同四半期比（％）

　

百貨店業

衣料品 21,274 95.8

身回品 5,739 94.7

家庭用品 2,824 93.3

食料品 19,931 98.6

食堂・喫茶 2,367 98.1

雑貨 9,882 96.7

サービス 374 107.3

その他 1,358 98.4

消去 △30 110.0

計 63,722 96.8

卸・小売業

雑貨 540 97.0

食料品 1,940 132.4

その他 896 95.9

消去 △1,011 102.2

計 2,366 120.2

その他事業

製造・加工販売 127 －

内装　 1,651 121.8

運送 959 103.0

建物管理 2,376 101.7

その他 482 96.5

消去 △2,437 89.2

計 3,160 132.1

合計 69,249 98.6

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　　

　

３【経営上の重要な契約等】

特記すべき事項はありません。 

  

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第１四半期連結会計期間（平成23年３月１日～平成23年５月31日）におけるわが国経済は、東日本大震災の

影響により企業活動が低下し、消費マインドが低下するなど、厳しい状況で推移しました。

このような状況の下、当社グループでは、本年３月以降百貨店や商業施設の増床オープン、新規開業が相次ぎ、い

よいよ本格化した大阪地区における熾烈な競争に打ち勝つべく、阿倍野店の増床計画を推進する一方、業務の効率

化を進め、平成26年度を目途とする経営数値目標の達成に向け注力いたしました。
　

セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、文章中の各セグメントにおける前年のセグメント利益は

「セグメント情報等の開示に関する会計基準」を適用した場合の金額に基づき算出しております。
 
①百貨店業
百貨店業におきましては、奈良店、和歌山店、四日市店において地域一番店にふさわしい売場改装を婦人服、婦

人洋品を中心に実施し、桃山店では専門店ゾーンを拡大する全館改装などを行いましたが、東日本大震災による

買控えや、春先の天候不順による個人消費の低迷により、減収となりました。一方、費用面では、前期末にＨｏｏｐ

を取得したことによる賃借料の減少などにより削減が進み、収益性は改善いたしました。この結果、売上高は前年

同期に比し3.2％減の63,722百万円となったものの、営業利益は640.7％増の303百万円と大きく改善いたしまし

た。

②卸・小売業

卸・小売業におきましては、株式会社シュテルン箕面は主力の輸入新車の販売台数減少により減収となりまし

たが、株式会社ジャパン・シーフーズはサーモン加工・梱包の事業が好調で増収となりました。この結果、売上高

は前年同期に比し20.2％増の2,366百万円、営業損失は20百万円（前年同期は50百万円の営業損失）となりまし

た。

③その他事業

その他事業におきましては、株式会社近創で大口内装工事受注が増加したことなどから、売上高は前年同期に

比し32.1％増の3,160百万円、営業利益は2.1％増の116百万円となりました。

　

以上の結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は前年同期に比し1.4％減の69,249百万円にとどまりましたも

のの、営業利益は133.7％増の408百万円、経常利益は59.7％増の273百万円、四半期純利益は413百万円（前年同期

は107百万円の四半期純損失）となりました。

　

（2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比し2,631百万円減少

し、また、連結範囲の変更により36百万円増加したことから3,163百万円となりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりです。　
　
「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、税金等調整前四半期純利益の計上などにより、通常の営業活動から

生じるキャッシュ・フローが改善したため、718百万円の収入となりました。なお、前年同期は特別退職金の支払や

退職給付引当金の減少があったため、7,555百万円の支出でした。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、短期貸付金の回収による収入が減少したことなどにより、1,027百

万円の支出（前年同期は745百万円の収入）となりました。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、有利子負債の圧縮に努めた結果、2,322百万円の支出（前年同期は

4,067百万円の収入）となりました。

　

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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（4）研究開発活動

該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年７月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 275,514,406 275,514,406
大阪証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株

計 275,514,406 275,514,406 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年３月１日～

平成23年５月31日
－ 275,514,406 － 13,252 － 266

 

 

（６）【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

　 （平成23年２月28日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

－ －
普通株式 561,000

（相互保有株式）

普通株式 116,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 274,641,000 274,641 －

単元未満株式 普通株式 196,406 －
１単元（1,000株）

未満株式

発行済株式総数 275,514,406 － －

総株主の議決権 － 274,641 －

　

 

 ②【自己株式等】 

　 （平成23年２月28日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）　

株式会社近鉄百貨店

大阪市阿倍野区阿倍野筋
１丁目１番43号

561,000 － 561,000 0.20

（相互保有株式）

株式会社近商ストア

大阪府松原市上田３丁目
８番28号

116,000 － 116,000 0.04

計 － 677,000 － 677,000 0.25

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成23年３月 ４月 ５月

最高（円） 180 173 178

最低（円） 150 165 169

（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりです。

役職の異動

新役名 旧役名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長執行役員 取締役 吉田　昌功 平成23年７月１日　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前第１四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）および前第１四半期連結累計期

間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連

結会計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）および当第１四半期連結累計期間（平成23年３月１日

から平成23年５月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平

成22年５月31日まで）および前第１四半期連結累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表ならびに当第１四半期連結会計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）および当第

１四半期連結累計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責

任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　

EDINET提出書類

株式会社近鉄百貨店(E03021)

四半期報告書

10/25



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,244 5,839

受取手形及び売掛金 ※2
 11,544

※2
 10,703

商品及び製品 ※2
 15,101

※2
 14,237

仕掛品 71 156

原材料及び貯蔵品 130 68

その他 7,548 6,490

貸倒引当金 △167 △129

流動資産合計 37,472 37,365

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 55,340

※1, ※2
 56,544

土地 ※2
 38,503

※2
 38,503

その他（純額） ※1
 4,977

※1
 5,080

有形固定資産合計 98,821 100,128

無形固定資産 1,607 1,744

投資その他の資産

投資有価証券 6,460 6,920

敷金及び保証金 11,342 11,822

その他 4,304 3,993

貸倒引当金 △995 △1,000

投資評価引当金 △59 △59

投資その他の資産合計 21,051 21,676

固定資産合計 121,480 123,549

資産合計 158,953 160,915
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 23,343 22,013

短期借入金 ※2
 51,053

※2
 47,071

未払法人税等 114 260

商品券 12,448 12,619

預り金 27,911 27,202

賞与引当金 93 148

商品券等引換損失引当金 3,635 3,679

その他 4,522 5,587

流動負債合計 123,124 118,581

固定負債

長期借入金 18,037 24,333

退職給付引当金 2,128 2,337

債務保証損失引当金 ※3
 60

※3
 64

その他 3,095 3,043

固定負債合計 23,322 29,778

負債合計 146,446 148,359

純資産の部

株主資本

資本金 13,252 13,252

資本剰余金 1,720 1,720

利益剰余金 △1,280 △1,706

自己株式 △79 △79

株主資本合計 13,613 13,187

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,251 △760

繰延ヘッジ損益 △0 －

評価・換算差額等合計 △1,251 △760

少数株主持分 145 129

純資産合計 12,506 12,556

負債純資産合計 158,953 160,915
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年５月31日)

売上高 70,210 69,249

売上原価 53,932 53,553

売上総利益 16,278 15,696

販売費及び一般管理費 ※1
 16,103

※1
 15,287

営業利益 174 408

営業外収益

受取利息 3 1

受取配当金 4 4

未請求債務整理益 313 305

固定資産受贈益 13 1

持分法による投資利益 324 51

その他 198 170

営業外収益合計 858 534

営業外費用

支払利息 237 223

商品券等引換損失引当金繰入額 375 314

その他 248 131

営業外費用合計 861 669

経常利益 171 273

特別損失

環境対策費 ※2
 272 －

投資有価証券評価損 161 －

特別損失合計 433 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△262 273

法人税、住民税及び事業税 58 65

法人税等調整額 △228 △221

法人税等合計 △170 △156

少数株主損益調整前四半期純利益 － 429

少数株主利益 15 16

四半期純利益又は四半期純損失（△） △107 413
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△262 273

減価償却費 1,773 1,763

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 31

賞与引当金の増減額（△は減少） △56 △56

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,400 △224

商品券等引換損失引当金の増減額（△は減少） 55 △43

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） － △4

受取利息及び受取配当金 △8 △6

支払利息 237 223

持分法による投資損益（△は益） △324 △51

固定資産除却損 136 63

投資有価証券評価損益（△は益） 161 2

環境対策費 272 －

売上債権の増減額（△は増加） 123 △823

たな卸資産の増減額（△は増加） △915 △658

仕入債務の増減額（△は減少） 309 1,359

その他の流動負債の増減額（△は減少） △2,065 △455

その他 △191 △173

小計 △2,156 1,220

利息及び配当金の受取額 8 5

利息の支払額 △343 △338

特別退職金の支払額 △4,840 －

法人税等の支払額 △222 △168

営業活動によるキャッシュ・フロー △7,555 718

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △699 △270

有形固定資産の売却による収入 31 －

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

短期貸付金の増減額（△は増加） 340 △1,270

長期貸付金の回収による収入 623 19

敷金及び保証金の差入による支出 △0 △0

敷金及び保証金の回収による収入 571 479

その他 △121 14

投資活動によるキャッシュ・フロー 745 △1,027

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,850 717

長期借入れによる収入 5,000 400

長期借入金の返済による支出 △6,780 △3,430

その他 △3 △9

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,067 △2,322

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,742 △2,631

現金及び現金同等物の期首残高 6,394 5,757

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 36

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,651

※1
 3,163
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

当第１四半期連結会計期間より、当社の非連結子会社であった㈱アラン

シアは重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

（2）変更後の連結子会社の数

10社

２．会計処理基準に関する事項の変更　 「持分法に関する会計基準」および「持分法適用関連会社の会計処理に関

する当面の取扱い」の適用

当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計

基準第16号　平成20年３月10日公表分）および「持分法適用関連会社の会計

処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を

適用しております。これに伴う損益に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

（四半期連結貸借対照表）

前第１四半期連結会計期間末において「敷金及び保証金」に含めて表示しておりました１年以内回収予定建設協力

金および１年以内回収予定保証金は、その重要性が増したため、流動資産の「その他」に含めて表示しております。な

お、当第１四半期連結会計期間末における１年以内回収予定建設協力金および１年以内回収予定保証金は、それぞれ

1,073百万円、509百万円であります。また、前第１四半期連結会計期間末における１年以内回収予定建設協力金および

１年以内回収予定保証金は、それぞれ1,073百万円、539百万円であります。

　

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

１．棚卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末の棚卸資産の算出に関しては、実地棚卸を省

略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出

しております。 

２．繰延税金資産および繰延税金負債の

算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がない場合に、前連結会

計年度決算において使用した将来の業績予測を利用する方法によっておりま

す。 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自 平成23年３月１日　至 平成23年５月31日）

該当事項はありません。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年５月31日）

前連結会計年度末
（平成23年２月28日）

※１  有形固定資産の減価償却累計額

73,609百万円

※２  担保資産

短期借入金625百万円に対する担保として、商品

160百万円、建物123百万円、土地228百万円を供し

ております。

また、短期借入金3,012百万円に対する債権譲渡

担保として、売掛金3,270百万円を供しておりま

す。

※３　保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等

に対する保証債務

㈱近鉄松下百貨店 329百万円

丸物不動産㈱ 125百万円

債務保証損失引当金 △60百万円

計 394百万円

　　 

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等

に対する保証予約

丸物不動産㈱ 67百万円

計 67百万円

　

※１  有形固定資産の減価償却累計額

73,147百万円

※２  担保資産

短期借入金539百万円に対する担保として、商品

179百万円、建物125百万円、土地228百万円を供し

ております。 

また、短期借入金2,860百万円に対する債権譲渡

担保として、売掛金3,100百万円を供しておりま

す。 

※３　保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等

に対する保証債務

㈱近鉄松下百貨店 336百万円

丸物不動産㈱ 128百万円

債務保証損失引当金 △64百万円

計 400百万円

 

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等

に対する保証予約

丸物不動産㈱ 70百万円

計 70百万円

　

（四半期連結損益計算書関係）
　

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳
 
※１　販売費及び一般管理費の主な内訳

 
給料及び手当 4,958百万円

退職給付費用 473百万円

貸倒引当金繰入額 9百万円

賞与引当金繰入額 27百万円

※２　保管中のポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の処

理に要する費用であります。　

　

給料及び手当 4,390百万円

退職給付費用 470百万円

貸倒引当金繰入額 45百万円

賞与引当金繰入額 96百万円

２．　　　　　　　　――――――　
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係
 

現金及び預金勘定 3,732百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △81百万円

現金及び現金同等物 3,651百万円

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係
 

現金及び預金勘定 3,244百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △81百万円

現金及び現金同等物 3,163百万円

　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成23年５月31日）および当第１四半期連結累計期間（自 平成23年３月１日　

至　平成23年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　275,514千株 

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　    593千株

 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．株主資本の著しい変動に関する事項 

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年３月１日　至 平成22年５月31日）

 
百貨店業
（百万円）

卸・小売業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社(百万円)

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 65,849 1,968 2,392 70,210 － 70,210

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
28 989 2,732 3,749 (3,749) －

計 65,877 2,958 5,124 73,960(3,749) 70,210

営業利益又は営業損失（△） 41 △50 113 104 69 174

（注）事業区分の方法：当社の事業区分は事業内容を勘案して決定しております。

　

　

【所在地別セグメント情報】

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

　　

 

【海外売上高】

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは百貨店業を中心に事業を展開しており、「百貨店業」、「卸・小売業」、「その他事業」を報告セ

グメントとしております。

「百貨店業」は主として衣料品、食料品などの販売と友の会事業を行っております。「卸・小売業」は食料品、輸

入自動車、書籍等の販売を行っております。「その他事業」は内装業、運送業、品質検査業、建物管理業、労働者派遣

業、婦人服の製造・加工販売業等を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自 平成23年３月１日　至 平成23年５月31日）

（単位：百万円）

 百貨店業 卸・小売業 その他事業 計
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

売上高       

外部顧客への売上高 63,7222,366 3,160 69,249 － 69,249

セグメント間の内部売上高

又は振替高
30 1,011 2,437 3,480 △3,480 －

計 63,7533,377 5,598 72,729△3,480 69,249

セグメント利益又は損失（△） 303 △20 116 399 9 408

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する事項

該当事項はありません。　

　　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20

年３月21日）を適用しております。 
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（金融商品関係）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

　

（有価証券関係）

満期保有目的の債券およびその他有価証券で時価のあるものについては、前連結会計年度の末日に比べて著し

い変動が認められないため記載しておりません。 

  

（デリバティブ取引関係）

当社グループが利用しているデリバティブ取引については、全てヘッジ会計が適用されているため記載してお

りません。   

　

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。 

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。　

　

（資産除去債務関係）

当社および当社の連結子会社は、店舗および事務所等の不動産賃借契約に基づく、退去時の原状回復に係る債

務等を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現時点において将来退去する

予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去

債務を計上しておりません。

　

（賃貸等不動産関係）

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成23年５月31日）

前連結会計年度末
（平成23年２月28日）

１株当たり純資産額 44円96銭  １株当たり純資産額 45円20銭  

（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末

（平成23年５月31日）

前連結会計年度末

（平成23年２月28日）
　

純資産の部の合計額（百万円） 12,506 12,556　

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
145 129　

（うち少数株主持分） (145) (129)　

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（百万円） 
12,361 12,426　

１株当たり純資産額の算定に用いられた

四半期末（期末）の普通株式の数（千株） 
274,920 274,921　

 
２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △0.39円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 1.50円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

 
（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △107 413

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△107 413

期中平均株式数（千株） 274,923 274,920

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　　

（リース取引関係）

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 （平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、

平成19年３月30日改正））適用前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっておりますが、当第１四半期連結会計期間末における当該リース取引残

高は前連結会計年度末に比べて著しい変動がないため記載しておりません。

  

２【その他】

該当事項はありません。  
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社近鉄百貨店(E03021)

四半期報告書

23/25



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年７月13日

株式会社近鉄百貨店

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 乾　　一良　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池田　芳則　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西野　勇人　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社近鉄百貨店

の平成22年３月１日から平成23年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22

年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社近鉄百貨店及び連結子会社の平成22年５月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年7月13日

株式会社近鉄百貨店

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉田　享司　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池田　芳則　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西野　勇人　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社近鉄百貨

店の平成23年３月１日から平成24年２月29日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年３月１日から平成

23年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社近鉄百貨店及び連結子会社の平成23年５月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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